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地 域 に 感 謝
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　平素より私ども鳥取銀行に対しまして格別のお引立てを

賜り、厚く御礼申し上げます。

　このたび、当行の平成29年3月期の決算概要や最近の

取組みなどについてご紹介する「2017年 鳥取銀行ディス

クロージャー誌」を発刊いたしました。ご高覧のうえ、ご参

考にしていただければ幸いに存じます。

　さて、平成28年度は、新興国経済の減速や英国のEU

離脱等を背景に、年度前半は、株価下落や円高進行によっ

て景気回復へ向けた動きに足踏みが見られました。その後

は、米国新政権への期待感から円安・株高へと反転し、企業

の輸出や生産活動に持ち直しの動きが見られたほか、人手

不足を背景に所得環境の改善が持続するなど、総じて景気

は緩やかな回復基調となりました。今後については、政府に

よる経済対策や所得環境の改善が景気を下支えすると期

待される一方で、朝鮮半島や中東地域などの地政学リスク

が高まっており、海外情勢の動向を注視していく必要があ

ります。

　また、金融業界では、昨年2月に日本銀行によるマイナ

ス金利政策が導入され、その後も長期金利を０％程度で推

移するよう市場調整を行う枠組みへと政策が変更されるな

ど、低金利環境が継続する状況となりました。

　このような環境の下、当行では平成27年4月より、中期

経営計画「考動と開革Ⅱ27-29」に取組んでおります。この

計画では、急速な少子高齢化や人口減少などの環境変化

に的確に対応し、お客さまとの関係や地域との連携を強化

することで、「お客さまの明るい未来と活力あふれる地域

を創造する銀行」を目指してまいります。

　今後とも皆さまの信頼とご期待にお応えできるよう全役

職員が一丸となって努力してまいりますので、一層のご支

援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成29年7月
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1.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等に関する組織体
制の整備状況に関する事項

（1）「対象役職員」の範囲
	 	　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」および「対
象従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲については、以下のと
おりであります。

	 　①「対象役員」の範囲
	 　　	　対象役員は、当行の取締役および監査役であります。なお、社

外取締役および社外監査役を除いております。
	 　②「対象従業員等」の範囲
	 　　	　当行では、対象役員以外の当行の役員および従業員ならびに主

要な連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受ける者」
で当行およびその主要な連結子法人等の業務の運営または財産の
状況に重要な影響を与える者等を「対象従業員等」として、開示
の対象としております。

	 　　	　なお、当行の対象役員以外の役員および従業員ならびに主要な
連結子法人等の役職員で、対象従業員等に該当する者はおりませ
ん。

	 	 （ア）「主要な連結子法人等」の範囲
　「主要な連結子法人等」とは、当行の連結総資産に対す
る当該子法人等の割合が2％を超えるものおよびグループ
経営に重要な影響を与える連結子法人等でありますが、
該当する連結子法人等はありません。

	 	 （イ）「高額の報酬等を受ける者」の範囲
　「高額の報酬等を受ける者」とは、当行の有価証券報告
書記載の「役員区分ごとの報酬の総額」を同記載の「対象
となる役員の員数」により除すことで算出される「対象役
員の平均報酬額」以上の報酬等を受ける者を指します。

	 	 （ウ）	「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与
えるもの」の範囲
　「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を
与えるもの」とは、その者が通常行う取引や管理する事
項が、当行、当行グループ、主要な連結子法人等の業務
の運営に相当程度の影響を与え、または取引等に損失が
発生することにより財産の状況に重要な影響を与える者
であります。

（2）対象役員の報酬等の決定について
	 	　当行では、取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもって定めて
おります。その配分については、株主利益との連動性確保と持続的な
企業価値の向上を図るため、任期中の成果や貢献度を重視し、取締役
会において決定しております。また、監査役の報酬の個人別の配分に
ついては、監査役の協議に一任されております。

（3）�報酬委員会等の構成員に対して払われた報酬等の総額および報酬委員
会等の会議の開催回数

開催回数（平成28年4月～平成29年3月）
取締役会 1回

（注）報酬等の総額については、報酬委員会等の職務執行に係る対価に相当する部分のみを
切り離して算出することができないため、報酬等の総額は記載しておりません。

2.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系の設計お
よび運用の適切性の評価に関する事項

	 （「対象役員」の報酬等に関する方針）
	 	　当行は、株主利益との連動性確保と持続的な企業価値の向上を図る
ことを目的に、取締役に対し当期純利益を基準とした業績連動型報酬
を導入しております。取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもっ
て定めております。その配分については、任期中の成果や貢献度を重
視し、取締役会において決定しております。

	 	　具体的な役員報酬制度といたしましては、役員の報酬等の構成を、
	 　・基本額
	 　・業績加算額
	 としております。
	 	　また、監査役の報酬の個人別の配分については、監査役の協議に一
任されております。

3.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系とリスク
管理の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項

	 	　対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体の報酬
総額が決議され、決定される仕組みになっております。

4.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の種類、支払総
額および支払方法に関する事項

	 対象役職員の報酬等の総額
	 （自	平成28年4月1日　　至	平成29年3月31日）

区分 人数
(人)

報酬等の
総額

（百万円）
固定報酬
の総額

変動報酬
の総額

退職慰労
金基本額 基本額

対象役員
（除く社外役員） 9 158 154 154 3 3 －

対象従業員等 － － － － － － －
（注）対象役職員の株式報酬型ストックオプション、賞与については該当ありません。

5.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系に関し、
その他参考となるべき事項

	 	　特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございません。

83

報酬等に関する開示事項

091_0533785682907.indd   83 2017/07/10   11:48:49005_0533785682907.indd   4-6 2017/07/18   13:11:38



本 店 所 在 地 鳥取市永楽温泉町171番地 従 業 員 数 719人

前 身 銀 行 設 立 大正10年12月15日 総 資 産 1兆64億円

創 立 昭和24年10月1日 預 金 9,268億円

資 本 金 90億円 貸 出 金 7,389億円

店 舗 数 66ヵ店
県内54ヵ店、県外12ヵ店
（その他1代理店、1事務所）

会社概要（平成29年3月31日現在）

お客さまの明るい未来と
活力あふれる地域を創造する銀行
急速な少子高齢化や人口減少などの環境変化に的確に対応し、お客さまとの関係や地域との連携を
強化することで、お客さまの明るい未来と活力あふれる地域を創造する銀行を目指してまいります。

経営管理戦略　強靭な経営体質の構築に向けた経営管理態勢の強化と経営効率の向上
● 自己資本充実　● リスク管理　● コンプライアンス　● 生産性向上　● コスト削減

人財育成戦略　地域と当行の将来を見据えた人財育成と能力を最大限に発揮するための環境整備
● 専門性向上　● コンサル機能アップ　● 他行や他業態に打ち勝つ人財

市場運用戦略　低金利局面が継続する中、市場運用力の強化で本業収益をカバー
● 有価証券運用の多様化　● 市場間接型融資の収益力強化

チャネル戦略　基幹店の新築移転によるプレゼンス向上とネット支店の開設による顧客基盤の拡充
● 米子営業部新築移転　● 店舗再整備　● インターネット支店　● 機能特化店強化

個 人 戦 略　将来的な人口減少が予想される中、顧客起点のサービス提供により地域内シェアをアップ
● 現役世代・シニア世代対策　● ＣＳ・ホスピタリティ　● 業者グリップ再強化

法 人 戦 略　地元の中堅・中小企業の成長支援や課題解決支援により、地域経済のダイナミズムを創出
● ソリューション営業　● 成長分野支援　● 法人メイン化推進　● 採算管理徹底

地方創生戦略　人口減少と地域経済の縮小を克服すべく、地元金融機関としての役割・機能を発揮
● 産官学金労言連携　● 地域企業・産業の競争力強化　● 移住・定住促進支援

● 基本戦略

行 動
方 針

信頼と
笑  顔

地域に
感　謝

move
your
heart

〈計画期間〉 
平成27年4月～平成30年3月

中期経営計画

考動と開革Ⅱ
27 ▶ 29

● 地方創生への積極的な関与
● お客さま満足度の向上
● 地域と当行の将来を担う人財の育成

基 本
方 針

目指す姿

計 数 目 標
（平成29年度）

収益性指標 効率性指標 安全性指標

コア業務純益 11億円程度 ＯＨＲ 84％程度 自己資本比率 9.5％程度
※ 日本銀行によるマイナス金利政策の導入に伴い、計画策定時に想定していた金利水準から大きく乖離しているため、本年5月に計数目標を見直しております。
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